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「メディア間議題設定」の検討
～テレビ報道とTwitterの間で～

メディア研究部  東山浩太

　　　　　　　　　　　

はじめに

本稿では，マスメディアの強力な効果の1つ
である「議題設定機能」を踏まえて，伝統的な
マスメディアである新聞とテレビの間の，またマ
スメディアとソーシャルメディアの間の「メディア
間議題設定」の先行研究を概観する。そして，
現在のメディア環境を鑑みて議題設定機能を再
検討することの重要性を考察する。

筆者がこのテーマに注目した理由は，現在，
いわゆる「新聞・テレビ離れ」現象に関して，
伝統的なマスメディアの受け手に対する影響力
が低下する一方，ソーシャルメディアの影響力
は高まっている，という議論が見受けられるこ
とである。しかし，このような議論はやや乱暴
なのではないかという懸念を抱いている。

はじめに議題設定機能の定義を確認する。
議題とは，「政治が取り組むべき問題や課

題」である。議題にはマスメディアが重視し，
繰り返し伝える「メディア議題 」，一般の人々
が重要だと認識している「公衆議題」，政策エ
リートが優先すべきだと捉える「政策議題」の
3種類がある。議題設定機能とは，そもそもは
メディア議題が公衆議題を設定する効果を持つ
ということを指す。

これはMcCombsとShawが提唱した。2人
は1968年のアメリカ大統領選挙を対象に実証
研究を行い，マスメディアが頻繁に取り上げ強

調した争点が，選挙で有権者の重要視する争
点に影響を与えたことを実証した。

マスメディアの設定した争点が議題となり，
人々にも転移するということは，人々が作り上げ
る世論の形成過程にも影響を及ぼすことを意味
する。そして政策エリートは，政策を遂行する
うえで世論の反応を参照せざるを得ない。つま
り，議題設定機能は，マスメディアが政策に影
響を与え，それを通じて社会に働きかける原動
力と言ってよく，ゆえにメディア研究で大きな位
置を占めている。

こうした「マスメディアは人々が何を重視すべ
きかを決める」という機能は，「争点型議題設
定」と言われる。

　　　
メディア間議題設定

次に「メディア間議題設定」について確認す
る。これは，複数のメディア同士の相互作用で
議題は設定されるという理論で，前述の議題
設定の理論を拡大したものにあたると言えるだ
ろう。1970年代前半から研究が盛んになった
メディア間の「共振性 」の概念 1）が関係してい
ると考えられる。

張の解説によると，複数の有力メディア同士
では，ある争点の報道に関して，自らだけが孤
立することを恐れ，相互参照を求める職業的慣
習がある。このため，各メディアの争点の選択
や報道量などが似通ってくることになる。これ
を共振性と言い，メディア間の共振性は議題
設定のレベルでも生じるということである 2）。

メディア間議題設定のケースについて，張は
一定期間，日本国内の報道全般を対象に，新
聞が重視した複数の争点（経済や司法・裁判な
どのカテゴリー）と，テレビのニュース番組が重
視した争点の報道量などを比較し，近似の度合
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いを計算した。その結果，相互にかなり高い
相関性があることがわかった。形態が異なる2
つのメディアが影響し合い，おのおのの設定し
たメディア議題が近似することが証明された 3）。

伝統メディアとソーシャルメディアの間

本稿の関心は伝統メディア=マスメディアと，
ソーシャルメディアの間の議題設定である 4）。

伝統メディアに加え，インターネットの発展
に伴い1990年代から2010年代にかけてブロ
グ，掲示板，Twitterなどが台頭し，今やそこ
でのニュースのやりとりが普通のこととなった。
メディア間議題設定に関する学術研究の関心
領域は，それまでの伝統メディア同士の関係か
ら，伝統メディアとソーシャルメディアとの間の
議題設定関係の解明に拡大していく。海外で
は，すでに2000年代からインターネット掲示板
と新聞報道の間の争点をめぐる影響関係につい
て論文が発表されるなど，先行研究が蓄積さ
れている。

国内を見ると，メディア間議題設定というフ
レームで，伝統メディアとソーシャルメディアと
の間の相互作用について本格的な検証を行っ
た先行研究はごく近年まで見当たらない。そ
の研究の1つが，2021年の栂野裕貴の論文

「『Twitter政治家 』は議題設定機能を有する
か」5）である。

この論文は，2019年の参院選に材をとり，
「伝統的なマスメディアの報道内容と，政治家
によるソーシャルメディアの投稿内容の間には，
どのような議題設定関係があるのか」を明らか
にすべく，「全国紙が政治家のツイートに対して
行う争点型議題設定は，その逆（政治家のツ
イートが全国紙に対して行う争点型議題設定）
よりも強い」という作業仮説を立て，検証した

ものである。
栂野は，参院選の立候補者279人が使うソー

シャルメディアのうち，Twitterが最もよく使わ
れていることを確認した。そのうえで，公示日7
月4日以降，36日間でTwitterに投稿した213
人のアカウントのデータを取得。一方，伝統メ
ディアの分析では，同時期の朝日・読売新聞の
朝刊1面に掲載された記事を対象としている。
栂野は候補者のツイートと新聞記事のテキスト
データを，外交・安全保障や財政・金融といっ
た政策争点など，16カテゴリーに分類したうえ
で，コーディング作業を通じて数量化し，比較可
能にした。そして，各カテゴリーの争点がツイー
トと記事のそれぞれで，どの程度の頻度や量で
取り上げられたかを比較した。この際，時間の
経過に沿ってツイートと記事の2者間で，どち
らがどちらの方向への影響力を強く発揮したか
を計算するモデルを使って分析がなされた。

その結果，新聞が，ある争点を先に取り上げ
たあとに，その争点について政治家が頻繁にツ
イートしていたことがわかった。期間中，「全国
紙による報道」から「政治家によるツイート」へ
の議題設定機能のほうが，その逆よりも顕著に
大きいことが示唆されたと結論している。

　
「間

かん

メディア社会」というメディア環境

筆者は，栂野論文のようなメディア間議題設
定の研究が国内で進むことが重要だと考える。

その大きな背景には，現在のメディア環境が
「間メディア社会」を形成しているとの理論が
ある。2000年代初めから遠藤薫が提唱してい
るもので，間メディア社会とは，多くの人がイン
ターネットを利用する中，伝統的なマスメディア
も並行して利用していることから，重層化した
各メディアの間で，情報の相互参照が進んでい
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る状況を指す。さらに，Twitterなどソーシャル
メディアの利用が加速度的に進んでいる現況を
踏まえて，遠藤は以下のように述べている。
「間メディア性の高度化が進むことは，ネット

上を駆けめぐる情報のトラフィック（流通量）を
増大させるだけではない。間メディア空間にお
けるトラフィックは，異なるメディア間の相互関
係を緊密化し，指数関数的に増大していく」6）

テレビとTwitterの関係に当てはめると，特
定の争点をめぐってテレビで報道された情報が
Twitterで流通し，それを再びテレビが扱うこ
とで拡散，さらにTwitterが反応し……という
情報の増幅作用が生じる。その結果，どのメ
ディアがどのような過程を経て，社会に対する
影響力を強くするのか，把握するのが以前より
複雑で難しくなっている。

このような状況では，Twitterの世論に対す
る影響が強く語られる側面が出てくる。

例えば，2016年，匿名ブログになされた「保
育園落ちた日本死ね! ! !」という投稿がTwitter
上に伝播。Twitterとテレビが話題を増幅し合
い，保育園不足の問題をめぐる国の対策につ
いて批判が盛り上がった結果，政策に対策重
視が盛り込まれる現象が起きたと指摘があっ
た 7）。

一方で，Twitterの影響力について疑問視す
る向きもある。それこそ先の栂野論文は，そ
もそも「現実における政治（の変化）に対して，
ソーシャルメディアは（それほど）積極的な役割
を果たしているのか」との問題意識から書かれ
たという。積極的な役割とは，議題設定機能
を指す。研究では参院選を含む期間中，「全国
紙による報道」から「政治家によるツイート」へ
の議題設定のほうが，その逆より優位であると
の結果が出た。栂野は「選挙という政治家に

とって最も重要な局面においてさえ，政治家（の
ツイート）がマスメディアの議題設定の影響を受
けていることはやはり注目に値するだろう」と述
べている8）。

ここまでの記述を踏まえて，筆者が，さらに
必要だと考える新たな観点はどのようなものか
を述べると―重層化した複数メディアが相互
参照され，情報流通の方向性がつかみにくい
現在だからこそ，どのメディアがどのような条件
下では優位に議題を設定し，政策，ひいては
社会に影響をもたらし得るのか。ケースごとに
類型化することが求められていると捉えている。

メディア間議題設定のケースの類型化を

日本新聞協会によると，新聞は発行部数減が
続いている9）。また，総務省によるとテレビに
関しては，平日のインターネット利用の平均時
間が，10～60代の「全年代」で平日のテレビの
リアルタイム視聴の平均時間より長くなってい
る10）。こうした「不振 」を理由に，伝統メディ
アの影響力の低下と，ソーシャルメディアの影
響力の高まりが語られもする。しかし，これら
のデータのみからメディアの影響力を語るのは，
やや乱暴な議論なのではないか。本稿が重点
をおく「議題設定機能」という観点から考察し
てみるとどうか。

ここで両者のメディア間議題設定について，
前述した海外の先行研究を概観していく。

栂野論文によると，YanとBorahは2019年，
気候変動に関する議題について対象の5か国の
新聞とTwitter上の投稿（英語と中国語）との
間の議題設定関係を検討した。その結果，当
時のトランプ米大統領がいわゆる「パリ協定 」
を離脱すると宣言した直後の5日間について
は，Twitterから新聞への議題設定が見られた
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が，それ以外の期間では，逆の方向の議題設
定が優位であった。この結果から，速報性の
あるニュースが存在する場合を除き，通常時に
はTwitterより新聞の議題設定の力が強いこと
が示唆されるという。また，Valenzuelaらは，
2010年のチリ大地震が発生してから最初の1週
間，テレビ報道とTwitter上のジャーナリスト
の投稿の間の議題設定関係を検討したところ，
どちらかと言えば，Twitterからテレビ報道へ
の議題設定のほうが優位だったとしている11）。

緊急性や速報性が重要となるニュースの場合
には，伝統メディアよりソーシャルメディアの議
題設定機能が優位となると言えるのかもしれ
ない。

このように，条件ごとにメディア間議題設定
のあり方は異なる。そのため，そのケースの類
型化に，国内の伝統メディアとソーシャルメディ
アを対象として取り組むことが重要となる。そ
のことで，「どちらの影響力が強いか」といった
二者択一の議論を回避し，現在の複数メディア
と政策との影響関係を測るうえで有益な知見を
得られる見込みがあるからである。特に国内で
蓄積がない，テレビ報道とTwitterの議題設定
を検討することが求められるだろう。

ただ，こうした研究を中長期的に進めるうえ
で，前述した伝統メディアの受け手との接触頻
度における「不振 」が将来的にどこまで深刻
化するか，また特に，Twitter社で生じている
経営の混乱に伴うTwitterサービスの公共性へ
の懸念が解消されるのか―つまり，今後，
Twitterは一定程度の信頼が担保された公共
的「言説」の受け皿となりうるのか。それぞれ，
議題設定機能をめぐる議論に関わる点だけに
目配りが欠かせない。

（ひがしやま こうた）
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